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三井化学グループの概要

会社概要　　社名

本社

代表取締役社長

資本金

従業員

三井化学株式会社

〒105-7117 東 京都港区東新橋

一丁目5 番2 号 汐留シティセンター

田中 稔－

125,053 百万 円

連結:12,846 人

(2013 年3 月31 日現 在)

国内製造拠点　鹿島工場、市原工場(茂原分工場を含む)、

名古屋工場、大阪工場、岩国大竹工場

(徳山分工場を含む)、大牟田工場

研究所　　　　 袖ケ浦センター

国内販売拠点　本社、支店(名古屋、大阪、福岡)

海外事務所　　 北京

関係会社　　　 連結子会社　国内:34社　海外:49社

持分法適用会社　国内:15社　海外:12社

三井化学グループの｢ＣＳＲ活勣報告2013｣ について

三井化 学グル ープのＣＳＲ活動報 告は、2010 年 度 からＷｅｂサイトを｢ 本 体｣ として網羅的 かつ詳細な内容をご報告

し、冊子はＷｅｂサイトのポイントをまとめたダイジェスト版ではなく、ステークホルダーの皆様へ特にお伝えしたい 内容

を中 心に構成しています。 2013 年 度 もその方 針を継続して編集しています。当社グループにおけるＣＳＲ活動 報

告は、ステークホルダーの皆様との対話を図るために、ＣＳＲの3 つ の側面( 経 済･ 社 会･ 環 境) のうち、主に社会およ

び環境に関する当社グループ の取り組 みを紹介しています( 経 済側面 はアニュアルレポートをご覧ください) 。

豆 Ｗ Ｅ Ｂ サ イ ト ≫http://  jp.mits ｕｉｃｈｅ ｍ. ｃｏｍ/ ｃsr

ｗeb サイトでは､ 三井 化 学グル ープ のｃs Ｒ活 動 報 告の“本 体" と位 置 付け､ 網 羅的 な内 容 を詳 細にご報 告し

ています。また､これまで同 様ﾒﾘﾊﾘ をつけ､ 見や すさ､アクセスの 容易 さなどに配 盧して編 集しています。 ｗeb

サイトにぜひアクセスしていただき､ 当 社グループの様 々なｃs Ｒ活動 についてご覧 いただけ れば 幸 い です。

主 な報 告項 目は､ 次のとおりです。

・ ＣＳＲマネジメント

・ レスポンシブル･ケア

三 井化学グループのＣＳＲ、マネジメント体制

三井化 学のレスポンシブル･ ケア方 針､ＲＣ推進体制､ 労慟安全衛生 、

保 安防災､ 環境保全､ 化 学物質マネジメント､品質､ 物流

・ 社 会とのコミュニケーション　　 お客様とともに､取引先とともに､株主とともに､ 従業員とともに、

地 域社会とともに､社会貢献活動

曰 社 内 外 の声 を活 かします　　 『ＣＳＲ報 告書2012 』アンケート集計結 果、

『ＣＳＲ活動 報告2013 』への第三 者意見
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12 （年度）
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売上高

儡 し　　　　13,917　14
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研究開発費･ 設備投資額

Ｉ 研究開発費　　 設備投資額

(ｲ意円)
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800 －

600 ‾　　　　491　　　451　　　448 566

400-　　381　　362　　332　　320
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● 冊 子

10 11 12 （年 度）

冊 子( 本 紙) は､ Ｗｅｂサイトのダイジェスト版 で

はなく､三 井化 学グループ の取り組 みにつ いて、

とりわけ皆 様 にご 覧い ただきたい 内 容 に絞 つて

ご 報 告しています。今 年 度 は､｢ 安 全｣ に つい

ての当 社 の 取り組 み､ ならび に化 学 メーカーで

ある当 社 にとっての重

要 テーマのひとつ であ

る｢ 環 境｣ につい ての

取り組 みを特 集として

ご 紹 介 し てい ます の

で､ ぜひお 読 みい ただ

きたいと思 います。

営業利益･ 経 常利益･ 当期純利益

・ 営業利益　　経常利益　 口当期純利益

(ｲ意円)

1,000 －

500－　　　405 389

0　　　　　
■ ぽ9 16 229 2 92

-95　口　　　　　　　　’10　　　4‾i

-500－　　‾131　‾280

総資産･ 純資産・自己資本比率

■総資産　 純資産 ４-自己資本 比率
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海外連結子会社の社員数

(人)

09 10 11

09 10 11

海外売上高･ 海外売上高比率

12(年度)

・ 海外売上高 一 海外売上高比率

（ｲ意Pﾖ）　　　　　　　　　　　　　6,063　　6,087 （96）
6,000 －　　　　　　　5 ’855　　　1　43.3　　

‾45

4･767　421

●　

41.7

4,000 －　39.5

　　

－40

2,000 －　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 － 35

0　　　　　　　　　　　　　　　　　30

09　　　10　　　11　　　　12 （年三度）

CＳＲ Ｃｏｍｍｕｎｉｃａtion 2013 日次

４　　トップメッセージ

６　 抜本的安全対策推進と安全文化のさらなる醸成について

一岩国大竹工場レソルシン製造施設事故を教訓に－

10　 三井化学グループの経営戦略とCSR

12　1 ↑il ● た はらソ ー ラ ー・ウ インド ⑧共 同 事 業

14　1 悸 ？● 化 学 物 質 マ ネジメント

15 ［Ｉｏｐｌｃｓ］従業員を大切にする三井化学

１６　 社会･ 環境課題に貢献する

三井化学のレープの事業と主な製品

１８　 三井化学グループのグローバル展開
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持続可能な社会の実現に向けて、

社会的責任を果たしていきます

抜 本 的 安 全 対 策 推 進 と

安 全 文 化 の さら な る 醸 成 に つ い て

2012 年4月22田こ発生しました岩国大竹工場レゾルシン

製造装置の爆発･ 火災事故につきましては、多くの方列こ

多大なご迷惑をおかけしましたことを、改めて深くお詫び申

し上げます。

巾
今ｆ:j

/，ぶ` ii

三井化学株式会社 代表取締役社長

９ 寸皆 －|

三井化学ではこれまでも｢安全は全てに優先する｣こと

を最重要課題として懸命に努力してまいりましたが、このよ

うな事故を起こしてしまったことは痛恨の極みです。

事態を重く受け止め、事故発生直後に設置した第三者

による｢ 事故調査委員会｣ において解明された直接原因

および深層原因に基づき、再発防止策を実施しています。

さらに、社外 の有識者を加えた｢ 抜本的安全検討 委員

会｣ を立ち上げ、当社の組織風土、文化、技術伝承など

を安全確保の観点から徹底的に見直し、抜本的安全対

策を取りまとめました。

これらの対策を確実に実行し、二度とこのような事故が

起こりえない安全体刎を構築し、社会的信頼を一刻も早く

取り戻すよう、私が先頭にたち全社一丸となって取り組ん

でまいります。

13 軸 経 営 と2012 年 度 実 績

当社グループでは、2007年度から社会と企業双方の持

続可能性の実現を目指して、「経済」「社会」「環境」そ

れぞれの目標を定め、その達成を目指す「3軸経営」を推

進しています。

経済軸においては、岩国大竹工場事故という非常事

態に加え、急激な円高や世界景気の減速など事業環境

が大幅に悪化した結果、売上高 は前年度比3.3％減の

1兆4,062億円、営業利益は同80.1％減の43億円にとどま

り、また事業再構築のための特別損失を計上したため、

当期純損失は81億円という結果になりました。

しかし、これまで事業ポートフォリオ変革に注力してきた



ことにより、機 能化 学 品事 業 、機 能樹 脂 事 業 は順 調 に利

益を伸 ばしており、さらに韓 国メガネレンズモノマ ー製造･

販 売 会 社 の買 収 や、国 内 最 大 級 のメガソーラー事 業 へ

の参 人 、またドイツＨｅｒａｅｕｓ社 の歯科 材 料 事 業 のＭ＆Ａ

など、将 来 の成 長を実 現 するための布 石 は着 実 に打 つ

ことが できました。

社 会 軸については、岩 国 大竹 工 場 事 故を極 めて重 大

に受け 止 め、何よりも再 発 防 止 に向 けた取り組 みに全 力

を尽くしてまいります。一 方 、｢社 員 の健 康 は、会 社 の 健

雍 に直 結 する｣ との理 念 のもと、経営 課 題として推 進して

きた社員 の健 康づくりについて、日本 政 策投 資 銀行 様 か

ら取り組 みが評 価され、｢ＤＢＪ 健 康 経営 格付｣ 特 別賞

をい ただきました。

環 境 軸 に関しましては、2012 年 度 に最 重 点方 針 のひ

とつとしてＣＳＲの観 点から当社 グループ 製 品･ 技 術 が 有

する社 会･ 環 境貢 献 価 値の｢ 見 える化｣ を 強化していくこ

とを新 たな環 境 軸 方 針として決 定しました。これ により、

今 後いっそう｢ 見 える化｣ の 促 進を図っていきます。なお 、

2012 年 度 の実 績としては、温 室効 果 ガス( ＧＨＧ) につい

ては、排 出削 減 中期 目標を達 成 することができ、また、産

業 廃 棄 物 のミニマム化 目標 につい ても目標を達 成 するこ

とができました。

｜ 中 期 経 営 計 画 の 進 捗

2011 年度に開始し、2013年度に最終年度を迎える中

期経営 計圓では、｢グローバルに存在 感のある化学 会

社｣ を目標に、｢5-5-5 戦略｣( 世界トップ5事業一重点5

事業一育成5 頷域への注力戦略) を掲げてきました。特

にヘルスケアなどの｢ 高機能製品群｣ 、エラストマーやポ

リプロピレンコンパウンドなどの｢ 高付加価値ポリマー群｣

および｢ フェノ丿ﾚ･ チェーン｣の3つの領域に経営 資源を

集中させ、それらを軸に事業ポートフォリオの変革をさらに

スピードアップさせていく計画です。

｜ 東 日本 大 震 災 復 興 支 援 に つ い て

束日本大震災が発生してから2年以上経過しましたが、

いまだ復興途上で今なお不便な生活を余儀なくされてい

る多くの被災者の方列こ改めてお見舞い申し上げます。

当社グループでは、震災直後から被災地の皆様に様々

な支援活動を行ってきました。

例えば、被災地の皆様からのご要請により、当社グルー

プ社員による｢ ふしぎ探検隊｣( 化学実験出前教室)を被

災地の学校や児童館などにおいて址域の子どもたちを対

象に実施いたしました。この取り組みは現在も継続してい

ます。これからも当社らしい社員参加型の取り組みに知恵

と汗を搾りながら、被災地の復興と未来を担う子どもたち

に少しでも力になっていきたいと思います。

｜ 社 会 の 持 続 可 能 な 発 展 へ の 貢 献

気候変動、エネルギー問題、資源･食糧問題など対応

すべき社会的課題は山積しています。こうした状況をリスク

と機会ととらえ、また事業活動を通じて社会の持続可能な

発展に貢献することが当社グループの社会的責任(ＣＳＲ)

と考え、これまで様々な素材やサービスをご提供してまいり

ました。高齢化社会を迎えてヘルスケア事業分野にも注

力しています。これをさらに強化するために2013 年4月に

は研究･ 開発体制の抜本的再構築を行いました。また、

2012 年8月には当社グループの人々の心をひとつにまと

め、ともに努力し続けるための求心力となる中核 的価値

観として、コアバリューを制定しました。

社会が抱える課題･リスクの解決を事業 課題として見

据え、三井化学グループ一丸となってイノベーションを加

速し、社会に貢献できる製品･技術･ サービスの提供を進

めてまいります。

５
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抜本的安全対策推進と安全文化の

さらなる醸成について
一 岩国大竹工場レゾノレシン製造施設事故を教訓に ー

2012 年4 月22 日、当社岩 国大竹工場レソルシン製 造施設において、爆発、火災事 故が発生しました。

本事故により、お亡くなりになった方のご冥 福をお祈り申し上げ、ご遺族に対し心 からお悔 やみ申し上げますとともに、負傷

された方、家 屋・設備などの被 害に遭 われた方、その他近隣にお住まいの皆様、関係ご当局 の皆 様、お客様をはじめとする

多くの方々に多大なご迷惑をおかけしましたことを、改めて深くお詫び申し上げます。

三井化学グループは、事故の重大さを厳粛に受け止め、二度とこのような事故が起きないよう、抜本的安全対策を着実

に積み重ね、社会から信頼いただける｢安全な化学メーカー｣へ向け、全社一丸となって取り組んでまいります。

ｇ 
ＷＥＢサイトヘ ≫ 詳細は当社Ｗｅｂサイト｢ 安 全特集｣ をご覧ください。 URL:http:// ip.mitｓｕｉｃｈｅｍ.ｃｏｍ/ｃｓr/ｓpecial/

事故の概要

[事故発生経緯]

１

２

３

５

4月21 日23 時20 分､ 工場 内 の 蒸 気発 生 プラントの停 止によ

り､蒸 気 使 用プラントに停 止指 示。蒸気 発 生プラントの停 止 後、

所定 の手 順 にしたがって､ 工 場内 の全プラントは安 全 に停 止。

レソルシン製造施設でもプラント停止のために､緊急停止ス

イッチを作動させ､緊急停止システムにより､酸化反応器は

緊急用冷却水と窒素の攬挿で冷却を開始。

緊急 停 止 の 約70 分 後 に､ 冷 却を早 めるために､ 常 用 冷 却 水

への切 替 を判 断し､ 緊 急停 止 スイッチを解 除した。これにより、

攬 拝用 の窒 素 が停 止した。

酸化反応器の上部は冷却コイルがなく､また窒素の攬拝も

停止したため､酸化反応器上部が冷却されず､内液( 有機過

酸化物)が分解して､分解熱の発生により徐々に温度が上昇

し､分解が加速度的に増加した。

分解ガスが発生して､酸化反応器内の圧力が上昇し､酸化

反応器の耐圧性能以上の圧力となって､酸化反応器が破裂

爆発した。

※レソルシン製造施設の概要:1980 年に操業開始。生産能力は年間7.6 千トン。レソルシンの用途は木材やタイヤの接着剤。

岩国大 竹工 場の全景



[被害状況]

(1) 人的被害

死亡1名、負傷25 名

(２)物的被害

工場構外 ・家屋損傷999 軒

・近隣企業設備一部損傷

工場構内　・レソルシン製造施設が酸化反応器を中

心に甚大な損壊

・サイメン製造プラントと動カプラント配管

ラックが爆風および飛来物 により損壊･

延 焼

・その他周辺 の15 プ ラントが爆風および

飛来物により損傷

事故原因と再発防止策

工場構内の被害状況

岩国大竹工場構内図

当社では、事故後速やかに、本事故の原因究明および類似事故防止策の検討のため、社外の学識経験者および専門家から

なる｢岩国大竹工場レソルシン製造施設事故調査委員会｣ を設置しました。同委員会では合計8 回にわたり会議を開催し、事故

原因の解明がなされるとともに、当社が策定した再発防止対策が承認されました。

[事 故 原因]

直接原因 一 次 要 因 二 次 要 因

緊急停止スイッチを解除した

① 酸化反応器に供給されていた

窒素が停止し､酸化反応器内

の攬拝が停止した

② 冷却コイルのない部分の有機

過酸化物の冷却ができず､温

度が上昇した

③ 温度上昇により､有機過酸化

物の分解反応が加速し､酸化

反応器の圧力が上昇し､破裂

に至つた

ｋ

緊急停止スイッチを

解除したほうが

よいと判断した

ｋ

・緊急停止システム作勣時はゆつくり冷却されるため、

冷却速度が遅いと感じた(＋ 分教育されていなかつた)

・運転監視画面がデジタル表示で､温度低下傾向が

わかりづらかつた

「 「

ｋ
緊急停止スイッチを

容易に解除できた
ｋ
・緊急停止スイッチ解除の基準と重要性の教育が

不足していた
「 「

ｋ

緊急停止スイッチ解除により

窒素が長時間停止して

攬絆が停止し､ 温度が

上昇したが気付きが遅れた

ｋ

･緊急停止スイツチ解除により､攬拝用窒素が

自動的に停止するシステムであつた

･攬拝の重要性についての教育が十分でなかつた

「 「

[再 発 防 止対策]

事故を防止する本質的な対策

設
備
対
応

･冷 却能力の強化

･攬拝状態の維持

運
用
対
応

･緊急停止スイッチを解除できる条件の厳格化

･反応温度管理の見直しと教育

緊急時操作の管理･技術の改善

設
備
対
応

・酸化反応器の温度上昇により、

自動的に停止するシステムの強化

・酸化反応器の異常に気付きやすい運転監視画面の

構築と攬拝停止を知らせるアラームの設置

運
用
対
応

･緊急停止に関する教育資料の見直しと

教育の徹底

･緊急停止の操作手順および設備の定期的見直し

７
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復旧への取り組み

岩国大竹工場では、安全を最優先として工場復旧に向けて、設備全体の健全性および安全性の確認、用役供給の再開、飛

散物の片付けや損壊機器撤去、プラント内の残液処理など懸命に取り組んできました。これらの取り組みの一部をご紹介します。

(1) 一般配管復旧班

工場構内の一般配管も至る所で破損しており、｢一般配

管復旧班｣を編成し復旧作業に取り組みました。

(2) 物 流 グループ

復旧に必要な資機材の輸送や、瓦燎の回収･ 搬 送作業

など、通常時とは異なる作業があり、協力会社の皆様と一

丸となって支援活動を行いました。さらには事故対応中でも

お客様への製品の供 給

を続けるために、一部の

製品については海外 関

係会社からの協力を得る

など、必要な対応に全力

をつくしました。

資 機材 や廃棄物 の輸送の 様子

抜本的安全検討委員会

当社では、「安全は全てに優先する」という経営方針のも

と、これまで全グループを挙げて様々な安全活動に取り組ん

でまいりました。しかしながら、今回の事故 が発生し、多くの

皆様に多 大なるご迷惑をおかけする大事態を引き起こしてし

まいました。

当社はこの事故を厳粛に受け止め、2012 年5 月に社長

を委員長とし、社外の有識者を加えた全社的なチームによ

る「抜本的 安全検討委員会」を設置しました。委員会では、

「考える力」「プロ意識」「技術力」「責任･ 権 限･ 役 割」の４

つのキーワードを抽出し、キーワードを軸に5 工 場で約350 人

の従業員にインタビューを実施して問題点を整理しながら、

当社の安全に関する問題点を徹 底的に見直し、抜本的な

安全への取り組みを検討してまいりました。

この委員会における検討 結果をふまえ、2013 年1 月に抜

本的安全に対する今後の取り組みを策定し、実行しています。

(3) 三 井 化 学分析センター岩国分 析部

分析建屋が被災したため工場構外の研 究棟に移転し、

インフラ整備などの分析業務復旧に全力で取り組み、製品

出荷再開とプラント再稼動をバックアップしました。

(4) エムシー・オペレーションサポート

岩 国大竹 事業所

発災直後の工場 構内道路には配管、ガラス、スレートの

ほか、油なども飛散していました。油などの回収作業には道

路全 体に当社製品のタフネルオイルブロッター( 油 吸着剤)

を敷いて、構内道路の復旧に全力を挙げました。復 旧には

構内道路以外にも清掃が必要な場所は多数あり、排水溝

などにたまった飛 散液などを回収するなど、復旧に欠かせな

い清掃作業に努めました。

抜本的安全検討委員会組織図

確認・指示

委員長　　 ：社長

委員長代行 ：担当役員(常務取 締役)

メンバー　　：専務､常 務､各工場長､ 社外専門家

役割　　　 ：実務検討チームからの報告内容について委員会で

討議し､実務検討チームヘ指示をフィードバックする。

報告

統括

事務局
｀　　　　　

（生産･ 技術副本部 長）

昌

ｐ　・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　夕 ゜
雪 ‰　　 ｜　　

＝

謔 ‰

外部コンサルタントと事務局による各工場、

各層へのインタビューを実施し､テーマを絞り込む

テーマ毎に分科会を設 置

メンバー： 幅広い分野より選定（テーマによっては、

外部有識者の意見も伺う）

役割　 ：検討 項目絞り込み､現状把握、

問 題点 抽出・整理・課題､ 対策検討



[ 抜本的安全検討委員会・実務検討チーム統括へのインタビューより]

3 つの大課題と

11の具体策で企業の

安全文化をさらに強化する

執行役員生産･ 技術本部長

(当時、理事･ 生産・技術本部副本部長)

松 尾 英 喜

『抜本的安全』は、全社を対象とする調査と議論から抽出さ

れた3 つの大課題と、それに対する11 の 具体策からなります。

3 つの大課題とは、①ライン管理者が現場に集中し、しっか

り現場のマネジメントができること、②技術力の向上と技術伝

承を確 実に行えること、②安全最優先の徹底と、プロ意識の

醸成･業 務達成感が得られること。

その上で、ライン管理者が現場管理に十分に力を注げる

よう業務負担の軽減、現場感覚を有するエンジニアの育成、

確 実にトラブルを防止するための技術評価システムと体制の

見直し、さらに安全成績や業務で達成感を得る対策など11

の具体的な対策を示しています。

『抜本的安全検 討委員会』の実務検 討チームを統括した

松尾は、｢抜 本的安全のサブタイトルである、“自分の安全は、

自分で考え、自分で守る。そのために何をすべきか”こそが、最

｢安全の日｣の制定

当社 は、事故が発生した４月２２日を｢ 安 全の日｣ と定め、

事故から1 年目に当たる2013 年４月２２日に、全社を挙げて

安全に関する取り組みを実施しました。

当日、岩国大竹工場では500 名 強の社員がー堂に会し、

社長が、改めて事故を引き起こしたことへの反 省、そして再

発 防止対 策の着実な実行、安全へ向けた信頼回復などに

ついて訓話を行いました。さらに、事故 に対する岩国 大竹

工場で働く全社員の思いを形にするため｢ 安全のモニュメン

ト｣ を設置し、真に｢ 安全 は全てに優先する｣、｢二 度と悲 惨

な事故を起こさない｣ ことを全員で誓いました。

また、岩国大竹工場内に｢ 安 全教育室｣ を設置し、事故

の写真や爆発した酸化反応器の破片などを展示して、新入

社員やプラント運転員の教育に活用しています。

三井化学グループは、二度とこのような事故を起こさない

よう、全社一丸となって取り組んでまいります。

も重要で大きな課題です｣と語ります。

｢安全を生み出す環境や設備の整備を充実させるー方で、

従業員が自立的かつ自律的にリスクや危険性について考え、

改善策を練る。指示待ちではなく、安全確保 に自ら努力する

風土を築かなければなりません。安全確保の取り組みとレベ

ルの向上が企業文化として定着し、―人ひとりの従業員がプ

ロ意識を持つてチームをつくる。この２つがあって初めて安全

は創造されていくのです｣。

2013 年 度 は、『抜本的安全への取り組み』が三井化学の

全社目標となり予算措置も講じられました。委員会は引き続き、

各 職場での取り組 みを検証するとともに、社外の専門家や

関係機関の評価を受けることも計画しています。松尾が強く

訴えるの旗『安全はものづくりのすべての結果である』というこ

と。安全確保の取り組みが 実は三井化学のものづくりの質

を高め、ビジネスにもつながっていく。『安全な工場、安全な会

社 』は、社会からの信頼の礎であり、仕事への評価となります。

｢安全への取り組みは、決して後ろ向きの活動ではありませ

ん。これからは、事故を受け、一人ひとりの従業員が、事故の

教訓をどのように活かしていくかが問われてきます。全従業員

が、前向きに安全に取り組める環境づくりに知恵を絞りたいと

決意しています｣。

モニュメント前 での社 長

安全 取り組 みに向けて

の決 意表明

９
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三井化学グループの経営戦略とＣＳＲ

三井化学グループの３軸経営

持続可能な社会の実現に貢献していくためには、まずは私たち自身が社会の人々、

ステークホルダーの皆様から信頼され、期待されることが不可欠であると考えています。

その基盤となるのは一人ひとりの従業員が誇りをもって活躍できる｢いい会社｣ の実現であり、｢いい会社｣を実現するためには、

現在、そしてこれからも常に考え、行勣し、挑戦し続けることが何よりも大事であると考えています。

｢いい会社｣ の実現のために三井化学グループでは様々な取り組みを行つています。

その取り組みの基盤として、当社グループは2007 年度から。

｢経済｣｢ 社会｣｢ 環境｣の3 軸経営の姿勢を明確にして事業活動を推進しています。

C ＳＲ取り組み俯瞰図

3 軸経営の考え方をベースに、｢ステークホルダーの信頼を失わない｣ 地道でしっかりとした取り組みと、

｢ステークホルダーの信頼を高める｣取り組みを、中期経営計画においても明確に示し、グループを挙げ、

ベクトルをあわせて全力で取り組んでいます。

なお、2012 年8 月にコアバリュー(挑戦･多様性･―致団結)を制定しました。コアバリューは、世界各地で慟く

当社グループの人々の心をひとつにまとめ、ともに努力し続けるための求心力となる中核的な価値観のことです。

ステークホルダーの信頼を

失わない取り組み

・2011 年度中期経営計画･

目標(営業利益等)達成

・｢ 安 全｣ 信 頼 回 復

・ 経 営 目 標 達 成

・化 学 物質リスク評 価

・法 令･ ルール違 反 ゼロ

・製 品･ サービス品 質向 上糾j
●グローバル化にともなう

リスクマネジメント強化

ステークホルダーの信頼を

高める取り組み

●2011年度中期経営計画

戦略の前倒し達成

・ 本業を通じた

社会課題解決

(2011年度

中期経営計画)
ド吟　

●ダイバーシティヘのｋ　　　　　
積極対応

・社員自身の潜在力発揮

■I ・昌昌器雪昌。

●当社らしい

社会貢献活動

・ 製品を通じた地球環境

貢献追求(長 期経営目標)

・ 製品環境インパクトの見える化

(2011 年 度 中期経営計画)

[４４

Ｘ

Ｉ
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三井化学のチカラを

社会に活かす
三井化 学グループ は、2012 年 度 のＣＳＲ重点課

題を、｢ステークホルダーからの信 頼を高め、企業

価値の持続的向上を目指し、『自ら考え、挑戦する

強い｢ 現 場力｣ を全社で実現する』｣と掲げました。

当社グループらしい、様々な取り組みを実施 する

ことで、ステークホルダーの皆 様とのよりよいエン

グージメントを進めていきます。

東日本大震災復興支援

当 社は､ 東日本 大震 災の復 興 に向 けた持 続 的な支 援活

動として､ 認 定ＮＰＯ法 人ピ ースウィンズ･ ジャパンと協 慟 で

当 社 製品 を使 つた化 学 実 験 教 室｢ ふしぎ探 検 隊｣ を宮 城 県

南 三 陸 町で実 施しました。

参 加した社 員からは｢ 被 災地 の子 どもたちと触 れ合 い､ 町

の方 々の 前向きな姿 勢を感じることができ､今 後 のモチベ ー

ションアップにつながる｣といった感 想が 寄せられています。

また､ 昨 年に引き続き社 員が仮 設 住 宅 の夏 場 の 室 内 温

度 上 昇を抑 える｢ 熱 線 遮 断フィルム｣ を貼りつける作 業を行

いました。

参 加 者 からは｢ まだまだ復 興 には時 間がかかりそうで､ 三

井 化 学グループとしてこれからもできる支 援をしていきたい｣

との意 見がでました。

"’゛゛≒ ぺ。｡_｡，4
,。≧r｡ 。 ご7 こ‘

タ イＳＭＰＣ 社 に よ る

Ｏｎｅ Ｔｅａｍ Ｏｎｅ Ｐrｏｊｅｃt

タ イの 関 係 会 社Siam Mit ｓｕｉ ＰＴＡ 社

(ＳＭＰＣ) は､ 社 内 に｢ Ｏｎｅ Ｔｅａｍ Ｏｎｅ

Ｐrｏｊｅｃt｣ を 制 定 して 社 員 が ＣＳＲ 活 勣 に

参 加 す るよう勧 め てい ます。 今 回 は 学 校

で の プ ロジ ェクトとし て､ 校 庭 の 遊 具 の 塗

装 塗 り替 えや 整 備 などを行 い ました 。

｢生き物と共生した米づくり｣を支援

当社 グル ープ の三 井 化学 アグロ社 は､お 客様 の抱 える課

題について､ 革新 的な製品 やサービスなど多 彩 なソリューショ

ンを提供し､お 客様 のお役 に立 つような活 動をしてい ます。

JA( 全 国 農 業 協 同 組 合 連合 会) は､ 環 境 保 全､ 生 物 多

様 性 に配 慮した｢ 生き物と共生した米 づくり｣ に取り組んで

おり､ 三 井 化 学アグロ社 では､ 減 農 薬栽 培に 適した農 薬で

あるジノテフラン剤( 米栽 培 に悪 影響 を与える害虫 に効果 を

発 揮し､ 害虫 以 外には影 響 が極 めて少 ない 製品として同社

が開発した製 品) を提供しています。ジノテフラン剤を使 用し

たJA 圃 場2 箇 所 におい て､JA 、環 境 科 学 専 門 家､ お 米 の

バイヤーの 方々と共同 で｢ 田んぼの 生き物 調 査｣ を実施しま

した。こ の調 査 の結 果､ 田んぼに は害虫 以 外 のいろいろな

種類 の多くの生き物 が生 息しているのが確 認されました。

家族の会社見学会

ＣＳＲの推 進には社 員の主 体 的取り組

みが必 要 ですが､ より一 体 感 を深 めるた

めに は社 員の 家 族にも三 井 化 学 のことを

もっと知 つてもらいたいとの思 いから､ また

子どもたちに化 学 への興 味･関 心を持 つて

もらおうと､3 月の春 休 みに 本 社 で｢ 家 族

の会 社 見学 会｣ と化学 実験 教 室｢ ふしぎ

探検 隊｣ を開催しました。三井 化 学 の様々

な活 動 がより身 近なものになりました。
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１２

知見を結集し、再生可能エネルギーの未来に挑む

国内最大規模の

運用実証実験が動き出す
三井化学は、三井物産(株)など6 社と共同で、

愛知県田原市に総発電規模56MW の

太陽光･ 風力発電事業を展開します。

運転開始は2014 年10 月の予定ですが、

地元自治体とは共同で、施設を活用した

環境学習の実施も検討しています。

愛知県

三河湾

田原市

渥美半島

国 内 最 高 水 準 の

年 間 日 照 時 間 、平 均 風 速 の

自 然 条 件 を 活 か し 切 る

渥美半 島ほぼ全 域を市域とする愛知

県田原市。三 河湾側に造成された工業

用地には大手自動車メーカーの工場や関

連企業の工場も展開しています。三井化

学も隣接地に工場用地を取得していまし

たが、事業計画の変更により未利用地に

なっていました。

その広さは80 万 ㎡。東京ドームならば

17 個 分、ナゴヤドームならば15 個 分に相

当します。ここに発 電能 力50MW の 太

陽光発電設備( パネル出力、パネル数は

21 万5,000 枚) と、発電 能力６ＭＷの風

力発電設備を設置します。これらは全量、

中部電力( 株)に 売電されます。

・事業名称

たはらソーラー･ウインド⑧共同事業

・発電能力

太陽光50MW( モジュール出力。

パワーコンディショナー出力は35MW)

風力６ＭＷ

●太陽光および風力発電合計の発電量

約67,500MWh ／年

(田原市総世帯の約9 割に当たる

約19,000 世帯の使用電力に相当)

・ 二酸化炭素削減量

約32,000t- Ｃ０２／年

(約230 万本の杉の木の

二酸化炭素吸収量に相当)

・ 設置場所

愛知県田原市緑が浜

(三井化学所有地約80 万m2)

●工期

着工2012 年11 月

運転開始予定2014 年10 月



田原市は、全国屈指の日照時間の長さ

と平均風速を誇る地域です。年間の日照

時間 は約２,200 時 間 。一 方、年間平均

風速は約6 ～７ｍ/ｓ(田 原市緑が浜) で、

ともに全国トップクラスの長さと風速です。

このため開設される太陽光発電の年間

稼働率は12 ％と見込まれ、これは田原市

の全世帯の9 割( 約19,000 世 帯) の電力

需要を賄えるものです。また風力発電の

年間稼働率は30 ％と見込まれています。

三 井化学でプロジェクトを担当する執

行役員環境･エネルギー事業推進室長の

福田 伸は、｢発 電量 がメガクラスの 太陽

光発電と風力発電が併設されるのは日本

でも初 めてのこと。“エコ･ ガ ーデンシティ

構想”を推進する地元田原市も、発電 事

業の展開を心から歓迎してくださいました｣

と語ります。

7 社 の 共 同 事 業 で 、

資 金 調 達 に は

シ ン ジ ケ ート ロ ーン も 活 用

田 原市における太陽 光･ 風 力発電 事

業は、未利用地を有効活用するという考

え方にとどまらず、太陽 光発 電や風力発

電に関 する技術と運営 の総合的な検 証

施設であるという点に特徴があります。

三井化 学グループでは、これまで太陽

電 池封止 材｢ ソ ーラーエバ⑨｣や、太 陽

電池 用接着 剤、風力発 電にも適した潤

滑油添加剤｢ ル ーカント⑨｣などの製品を

展開してきました。さらに再生可能エネル

ギーに関連する他の複数の素材開発に

も取り組んでいます。

共同事業 者として参加している三井物

産( 株)、東亜合成( 株) 、(株) シーテック、

。 －
よm 辿 ビ 冲y

Ｆti

7おjまj廠;: ま
＝りこｙ・－λ－_

＿ｊ ，:二

(株) 東 芝、東レ( 株) 、三井 造船( 株) の

各社 はそれぞれ、太陽 光発電 の企画や

運営、素材開発、パネルの製品化、設置

工事などで実績と知 見を有しています。

また180 億 円 に達する総事業費は、各

社出資のほか、日本政策投資銀行を中心

とするシンジケートローンによる融資で調

達され、さらに愛知県からは｢新あいち創造

研 究開発 補助金｣ 、田原市からは｢ 企 業

立地奨励金｣ の補助 金も受けています。

本プロジェクトはいわば、その資金調達

から技 術開発、運営まで、太陽光発 電に

関わる総合的なノウハウが結集されてい

ます。施 設は、2014 年６月に試 験運 転

を開始し、同年10 月から本格運転を開始

する予定です。事業期間は、運転開始か

ら20 年 間。

｢長 期の運営期間を設定することで、ビ

ジネスとしての収 益の確保と同時に、そ

の過 程で生じる様々な問 題や解決 策を

事業参加者が共有し、それぞれの知見が

さらにグレードアップして自然エネルギー

活用を推進できるようにしたいと思つてい

ます｣( 福 田)

地 元 と の 環 境 学 習

プ ロ グ ラ ム づ くり の 計 画 も

太陽光発電と風力発 電施設 の南側、

４ｋｍほど離れた所には、三河湾や太平洋

を一望できる蔵 王山( 高 さ250m) があり

ます。現在は、頂上に展望台と休憩施設

などが設けられ、市民のピクニックの場に

なっている一方、展望 台横には発電 能力

300kW の 風力発電設備が設けられ、｢地

球資源を活かした環境負荷の少ないまち

づくり｣ のシンボルともなっています。

９

ノ・

．

"
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-

-

二”４０･〃‘

皿　　　 ＝
弓
.

づ

環境・エネルギー事業推 進室長　 工学 博士

執行役 員

福 田 伸

ｇ

蔵王 山は近々｢ 総 量180MW の 太 陽

光･ 風 力発電施設が見渡せる山｣ となり、

三井化学グループ以外の太陽光発電プ

ロジェクトも含 めて一望できることになる

のです。

三井化学だけでなくほかの発電事業者

も含 め、田原市を中心に｢ 環 境学習プロ

グラムをつくり、実施しようという動きが始

まっています。蔵王 山からの展望、周辺

での環境観 察、そして太陽 光発電 施設

の見学などを織り込んだプログラムになる

のではないかと推測しています｣( 福 田) 。

三井 化学では、太陽 光発 電用向け素

材のほかにも、都市型の未利用資源から

ガスを取り出すプロジェクトも推進してい

ます。それらも含 め、環境 関連技術の開

発には、化石燃料の活用で駆使されてき

た様 々な技術の応用が可能です。福田

は、｢技術イノベーションを主導し、太陽光

発電も含めて日本のエネルギー安全保障

の一助になれば幸いだと考えています｣ と

語ります。
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製 晶 の 社 会･ 環 境
へ の

貢 献 を “ 見 え る 化" す る

化 学 物 質 管 理 基 盤 の 強 化

化 学品メーカーである三井化 学にとっ

て、製品の安全性を確保することは事業継

続の基盤にほかなりません。当社は2011

年 度 からの中期経営計画において、化学

物質の総合管理を重要テーマと位置付け、

｢化 学物 質マネジメント戦略｣ を策定し、基

盤強化に向けた取り組みを行っています。

｢ｲﾋ 学 物 質マネジメント｣とは、製品の開

発･ 製 造、輸送、使用･ 加 工、最終製品の

使用、廃棄･ 処 分に至る製品のライフサイ

国へ有害性情報を提供するなど、様々な

機会をとらえたコミュニケーションを実施し

ています。これは、ステークホルダーとの

献 評 価 、さら に は ＬＣＡ ゛2 に よ る 定 量 的 な

評 価 の 結 果 、ＮＯＸ還 元 剤 で あ る｢ ア ド ブ

ル ー ⑥P3 は 国 内 販 売 量 か ら 算 出 し て 年

間3.6 万 トン の Ｎ ＯＸ削 減 に 貢 献 し て い る

こ と が 判 明 し 、顧 客 と 情 報 を 共 有 し まし た 。

今 後 は 、さら に 多 くの 製 品 を 評 価 し 、ま

た 社 会･ 環 境 貢 献 度 の 高 い 新 製 品 を 提

供 す る こ と に よ っ て 、化 学 品 メ ー カ ー とし

て 、製 品 を 通 じ た 社 会･ 環 境 へ の 貢 献 に

取 り 組 ん で い き た い と 考 え て い ま す 。

※I SDS(Safety Ｄａtａ Ｓｈｅｅt):事 業 者が化 学 物 質

などを他 の 事 業 者 に出 荷 する際 に､ 相手 方 に対

して提供 するﾃﾞｰﾀｼｰﾄ で､ 物質 名､ 供 給 者 名 、

危 険有 害 性､ 安 全対 策 および緊 急事 態 での 対 応

などの情 報を記載 する。

※2 LCA(Life Cy ｃｌｅ Ａｓｓｅｓｓｍｅｎｌ):製品 の 開発 、

製 造､ 輸 送､ 使 用､ 廃 棄 などすべての 段 階を通し

て環 境影 響を定量 的 に評 価する手法 。

コミュニケーションを通して広く情報を開示　　
※3

していくことが、ライフサイクル全 体を通

じて化学物 質のリスクをマネジメントする

重要な手段になると考えているからです。

環 境 影 響 指 標『ｍ-SI 』を 新 設

当社では、製品のライフサイクルを通じた

社会･ 環境への貢献度を｢見える化｣ するこ

とにも取り組んでいます 当社が製品を製

クル全体を通して、情報 の収集、リスク評　　 造し、その製品を使つていただくことで､どのく

価、環境影響評価、そしてリスク削 減 措　　 らい環境に貢献できているかを見える化す

置などのリスクマネジメントを実施すること　　 るために、ｍ-SI(mit ｓｕi Sｕｓtainability

です。このためにまず情 報を一 元的に管　　lnde ｘ)を設 定しました。 ｍ-SIは、ＧＨＧ削

理するシステムを構築し、実用化しました。　　 減 や環 境 汚染 防 止など11 項 目の環 境

さらに、評価の結果をSDS ゛1とともに顧客　　 影響を評価できる指標｢ ものさし｣で す。例

へ提供、ウェブサイトを通じて社会へ公開、　 えば、ｍ-SIに 基づいた社 会･ 環 境への貢

置・UilS 皿 貢献度の“見える化”への取り組み

当 社の 化 学 物 質 管 理の 基 盤として､2013 年４月に 情 報一

元 管 理システムが 本格 的 に稼 動しました。全 社プロジェクトメ

ン バーが多くの 課 題を解 決し､ 計 画どおりに 立ち上 げることが

できました。

当 社の 製 品は､ お 客様 のもとでほかの物 質になったり､ 加 工

されたりと姿 を変えて消 費者 へ届 きます。その ため当社 製 品 の

ライフサイクルにおける影 響 について様 々な情 報 公 開を通して

ステークホルダーの 皆 様とのリスクコミュ

ニケーションを進めています。さらに 当社

製 品 や技 術 の社 会･ 環 境 への貢 献 度 の

｢ 見える化｣ を図 るため｢ ｍ-SI｣ を設 定し

ました。そしてその 公 平 性 は重 要 である

と認 識し､ 第 三 者レビューをお 願いしまし

n11

'･　 ／

● ■｜＆　 １０

た．これらの 取り組 みを通してヽ社 会 環゚　 安全･ 環境企画管理部

境 により貢 献 できる製品 をご提 供してい　化学品安全ｾﾝﾀｰ 長

きたいと思 います。 松江 香織
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アドブル ー⑥:AdBl ｕｅ⑥は、ドイツ自動車 工業 会 の

登録 商 標です。

・ 製 品ライフ サイクル におけるリスク

■､ ．..‥　　　プロセスでの排出物､製品
i幽 に

ー
‘　　　　への接触･曝露

㎜....　　　 荷役･輸送時の製品への接ｙ ＝ 昌;

皿 ａ 使用･加工時の排出物､製ｉｉｌａ ＝ ま ぶ冨 扁

最終製品として使用する際

ｒ 罷『TI'rr'1"I ;; なJ: 出物ヽ製品` の

廃棄･処分時の残法･排出
㎜ に↑１r'7'口 物への接触･曝露

生
態
系

リスク影響

消費者　　　大 刄

作業者　　　微生物

水系　　 バｸテﾘア

動物
植物

土壌

ステークホルダーメッセージ　　 社 会･ 環 境 貢 献 の“見 える 化 ”に 寄 せ て

1111
東 京都市大学 環境学 部 教授 博士( 工学)

F　　 伊 坪 徳 宏 氏

51 ご　　　　
持 続 可 能 社 会 の 構 築 に 向けて､ 社 会 の 重 要 な構 成

1

11
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il　
員である企 業 の 積 極 的な貢 献が 強く求 められています。

確 実で革 新 性を持つて環 境 影 響の 低 減 に基づく社 会貢

献を進 めていくには､ 透 明 性と再 現 性の 高 い検 証 方 法 の確 立 が 不可 欠で

す。三 井 化 学 は､ 独 自にｍ-SIという検 証 体 系 の 構 築 に向 けた取り組 みを

行 つてい ます。製 品等 の ライフサイクルを網 羅した定 量 的 な評 価 手 法 であ

るＬＣＡと製 品 機 能 の 高 度化 を網 羅的 に 評 価 する本 手 法 を幅 広い 製 品 群

に適用していこうとする同社 の 挑 戦的 な試 みを大 変 高く評 価い たします。

欧州 では環境 フットプリントの試 行が始 まり､ 日本 では世 界を対 象 にした

環 境 影 響 評 価 の手 法 開発 が 積 極 的 に行 われており､ 今 後も環 境 評 価 手

法は速 い速 度 で高 度化していくものと見られます。こ れらの動 向を見 据えつ

つ､ 柔 軟 に評 価 手 法 の 見 直しと迅 速な意 思 決 定 への 反 映 に取り組まれる

とともに､ 引き続 き当 該 分野 で業 界を牽 引されていくことを期待します。



従業員を大切にする三井化学
一日本政策投資銀行より

｢DBJ 健康経営(ヘルスマネジメント)格付｣特別表彰を受賞－

三井化学は、日本政策投資銀行( 以 下、ＤＢＪ)より、｢ＤＢＪ

健康経営( ヘ ルスマネジメント) 格 付｣ の最高ランクである｢ 従

業員 の健 康 配盧 への取り組 みが特に優 れている( 特 別表

彰)｣ の 格付を取得し、2013 年４月25 日にモデル企業として表

彰を受けました。また、この格付に基づき、ＤＢＪをアレンジャー

とした健康 経営シンジケートローン刎こより、170 億 円の融資を

受けました。

この融資 制度は、ＤＢＪが、従業員の健康 配盧への取り組

みの優れた企業を評価し、その評価 に応じて融資条件を設定

するものです。

･ ♂"-j
溥

産業医より

今後も社員の健康増進活動を充実させていきます

健康管理室 統括産業医

土肥 誠太郎

今 回､ 健 康経 営 特 別 表彰 を受 賞できたこ

とを大 変 光 栄に 思 つています。特 に格 付 評

価 のための指 標 がよくできていて､ その中 で

評 価されたことはとてもうれしく思います。

当 社は､ 社 員の｢ 健 康｣ を単なる｢ 健 康づ

くり｣ というよりは､｢ 労 慟 衛生｣ の ー環として

課 題･ 方策 を経 営 層 にしっかりと理 解､ オー

ソ ライズしていただき､ そ れを受 け て､ 我 々

産 業 医を中 心 に健 康管 理 室 が､ きちんと仕

組 みをつくって実 行してい ます。会 社 の課

題として実 行しＰＤＣＡを回 すことで､ 実 施 の

成 果 やあらたな課 題 が見 えてきます。また、

社 員 の 皆さん へも､ 健 康 診 断 を通じてご自

ＤＢＪ健康格付

2０12
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当社は、かねてから｢ 社 員の健康 は、会社の健康に直結す

る｣ との理念に基づき、従業員の健康づくりを経営課題として

明確に位 置付け、取り組みを強化してきました。今回の受賞

は、メタボリック症候群改善への取り組みや、全社員へのスト

レス調査およびそれに基づく改善策の実施などの活動が評価

されたものです。

今回、評価い ただいた主なポイント

０ 様々な健康関連施策の実効性を高めるため、産業医がライ

ンマネージャーとして、従業員の健 康づくりについて責任と

権限を有している点

０ その体制のもと、社員の健康 意識付けのために充 実した教

育機会を提供し、様々な健康づくり活動を計画的かつ精力

的に実施している点

０ こうした取り組みについて、目標と達成度評価などを外部に

情報公開している点

当 社 は今 後 とも、や りが い の ある 仕 事 と充 実 した私 生 活 との

調 和 を目指 し、ワ ーク･ライフ･バ ラン スを推 進 するとともに 、グル ー

プ 社 員 の 健 康 増 進 活 動 に 積 極 的 に 取 り組 んで まい ります 。

※シンジケートローン:複数の金融機関が協調して､ひとつの融資契約書に基づ

き同一条件で融資を行う資金調達手法。

身 の 課 題 や目 標 を提 示 し､ 情 報 提 供 や保

健 指 導を行 つて成 果 を測 定するようにしてお

り､ こうした仕 組 みが 重 要であると思 います。

2008 年 度 以 降､ 疾 病 休 業 日数 は 低 下

傾 向 で､ メンタルヘ ル ス不 調 による休 業 は

減 少してきてい ます。また､ 定 期健 康 診 断

を特 定 健 診とがん健 診 を合 わせて行 つてお

り､ この 結果､ がんの 早 期 発 見にもなり､ 疾

病 休業 におけるがんの休 業 日数 も徐 々に下

がってきています。

これからも､ 社 員がより積 極 的 に参 加でき

る健 康 増 進 活 動 も含 め､ い っそう取り組 み

を充 実させていきたいと考えています。

ＤＢＪよりメッセージ

人的 資本による

企業価値向上ヘ

株式会社
日本政策投資銀行

環境･ＣＳＲ部長

竹ケ原 啓介 氏

2013 年 中 にフレ ームワークの公 表 が 予

定されている統合 報 告 におい ては､ 拡 張され

た企 業 資 本 の概 念 が6 つ に整 理され､ その

ひとつに｢ 人 的 資 本｣ が挙 げられています。

三 井 化 学 は､ 人 的 資 本 の 価 値 創 造を図る

ひとつの 方 策として､ 従業 員 へ の健 康 配 慮

という切り口 で優 れた取り組 みを実 践してい

ます。こうした取り組 みにより､ 形 成される強

固な人 的 資 本 が企 業 価 値 向 上あるい は競

争 力 の源 泉となることをぜひ 実践 で示しても

らいたいと思 つてい ます。

１５
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社会・環境課題に貢献する
三井化学グループの事業と主な製品
各事業分野における三井化学グループの役割と、関連する事業･製品をご紹介します。

飲料ボトル、食品・洗剤・化粧品・医薬品容器

●三＃ＰＥＴ⑧

●ポリエチレン(エボリュー⑧など)

●ポリプロピレン(プライムポリプロ町

偏?）. ■　　･〃-ゝ貪 戦 ）

プ ライムポリプ ロ⑧は､ ゼリーカップ 容器､ シー

ルフィル ム材 など幅 広 い 用 途 に 使 用 されて

います。

Ｘ亀
’.ヽ －
｀－　.. ？ ≒J･

1 呵ヽ 職気

『 ｍ77 ｋ
ポ リエ ス テ ル 繊 維 原 料

● 高 純 度 テレフタル 酸( ＰＴＡ)

ポ リカ ー ボ ネ ート 樹 脂

●フェノーノレ

ＰＴＡは､ポリェステル繊維の原料で､ 様々

な衣服に使用されています。
';●｢

／

三 ＃ ＰＥＴ⑥は飲 料 ボトルなどの 容器 に､ また

フィルムの 剛 性･ 強 度 にすぐれたエボリュー⑥

は､ 食 品､ 生 活 用 品 向 けの 高 機 能 包 装 材 な

どに使 用されています。

Ｘ －　　．　・．゛　　 ．

生鮮食品鮮度保持用フイルム

●スパッシュ⑧

スパッシュ０は､生 鮮 食

品 の鮮度保 持を可能に

するほか､ 野 菜､ 果 物、

花きのしおれ･ 変色を抑

えることができます。

高 速 生 分 解 性 フ ィル ム

● パ ル シ ー ル ⑧CB

F　･.I/･ ･･’ ・
辱`

パ ルシール ⑧ＣＢ製

の ゴミ袋 は､ 生ゴミ

処 理 機 内で すみや

かに 分 解します。

ウェハー裏面研削用保 護テープ

●イクロステープ⑧

フオトマスク用防塵カバー

●三井ペリクルエＭ

エッチング、クリーニングガス

●三フッ化窒素

イ クロ ス テ ープ ⑥は、

半 導 体 製 造 工 程 にお

け るウェ ハ ー 裏 面 の

研 削 加 工 時 に ウェ

ハ ー 表 面 を保 護 す る

ため のテープ です。

１ 。　　　 Ｘ °゚ ．'．

不 織布

●シンテックス⑧

通 気性フィルム

●エスポアール⑧

形状 保持材料

●テクノロート⑧

こ’.t･･
’
” ”. ゛

’.･、

一二7kこ． ．3､･..　 ・二

｀ii ●●　　. ¬

通気性に優れた紙お

むつの素材となるエス

ポアール ⑥は､不織布

用のフィルムです。

親 水 コ ート 剤

● ノ スト ラ ⑧

ノストラ⑥を塗 布 することによりプ ラス

チック､ガラスなどの 基 材 に優 れた防

汚 性､ 防 曇性､ 耐 擦 傷 性､ 帯 電 防 止

性､ 速 乾性 を付 与 でき､省 エネおよび

環 境 負荷 軽 減 に 結び つく製 品です。

抗菌機能を備えたフィルム・シート

銅 合 金 コ ート

表 面 衛 生 フ ィル ム ・シ ート

● カ ッパ ー ストッパ ー ⑧

カッパ ーストッパ ー⑥を貼 った製 品 は抗

菌･ 消 臭 作 用 があり､ 特 に 生

分 野 での用 途 が 期 待されてい ます。

り･ “11

i,ｄ

'バ ー ストツ ノ`

こ火 白 推 ｍ ．Ｍ
衛生 



≡=EI --ｲ :゛　　　　　I　二　　　●　、

ご讐 ヅ シ　: 昌 ヨ ポリマー　　　　 ｒ 票 邸 ストマｰ

アドマー⑥は､バリヤー性樹脂との張

りあわせによって､燃料タンクからの

燃料漏洩防止､ タンクの軽量化を可

能にしています。

⊇1
タフマー⑥は､自動車用プラスチック

材料の衝 撃性 改良により､金 属の

代替として使 用され､自動車 の軽 量

化に貢献しています。

自動 車 の 内 装 材( ドアトリム､ イン パ

ネなど)に 使 用されるミラストマ ー０は、

自動 車 の 軽 量化 に 貢 献しています。

Ｗ じ ｊ ｊ== 拓l ｊ

屁罵　　。ii。

高屈折率プラスチック眼鏡レンズ

●ＭＲｍシリーズ

し)TF9
／' ‾､~.　　 、

外 ＜)

M Ｒ７１シリーズは､高屈 折率､ 耐衝 撃性など

にすぐれた最高品質光 学プラスチックレンズ

原料です。軽くて丈夫な眼鏡レンズを可 能に

しています。

≡Ｊ--［E3

リチウムイオン電池 材料

●ミレント⑧(電 解液)

●ヶミパールヤ電極用バインダー)

バ イオポリウレタン材料

●エコニコーノレ⑧

エコニ コール⑥は､植物 由来 原料を使 用

したポリウレタン材料( バイオポリオール)

で､ 家具､ 寝具､ 自動車のシートクッション

などに使用されています。
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歯 科 接 着 用 レ ジ ン セメント

● スー パー ボンド⑧

スーパーボンド⑥は､高い接 着性能と

生体 適合 性で国内 外の歯 科医から

高い評価を得 ており､多くの患者さん

に使用されています。

環境 にやさしい作物を守る

●アニキ(g)乳剤( 殺虫剤)

●フルーツセイバー⑧(殺菌剤)

硲1
７ べ〃f内●

－

･１ぶiii こ’

ぺ7
雰1.
４£Li ふ．

フ ル ーツセイバ ー⑥は、

ペン チ オピラドを 有 効

成 分 にし た農 業 用 殺

菌 剤 で､ 果 樹 の 主 要

病 害 に対して優 れた予

防 効 果を発 揮します。

美味しいお米

晩生多収ハイブリッドライス

●みつひかり2003 、２005

みつひかり2003､2005 は､美 味しく､また

晩生多 収のハイブリッドライスです。
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三井化学グループのグローバル展開
三 井化学グループは、世 界の人々の生活に

新 たな豊かさをつくり上げるために、グローバル展 開を拡 大しています。

１－中国　　　　　Chi ｎａ

E ＰＴ合 弁 会 社 設 立

当 社と中 国 石 油 化 工 股扮 有 限 公 司( Ｓｉｎｏｐｅｃ)は､2012 年5

月に共 同 出資 によりＥＰＴ(エチレン・プロピレン・ジェン共 重 合ゴ

ム) を製 造 販 売 する合 弁 会社｢ 上 海 中 石 化 三 井 弾 性 体 有 限 公

司｣ を設 立しました。

中 国では､ 自動 車産 業 の急 速な

拡 大 および社 会 インフラの整 備 に

ともない、ＥＰＴの大 幅 な需 要 増 が

見 込 まれており､ 新 会 社 は拡 大 す

る中 国ＥＰＴ市 場 のニーズにいち早

く応えるよう取り組んでいきます。 契約 調印式 の模様
2 。

3 。

５ 。

●

４

メガ ネレン ズ 材 料 メーカ ー株 式 取 得

当 社 は､2013 年3 月､ プラスチックメガネレンズモノマ ーを製 造

販売 している韓 国ＫＯＣ Ｓｏｌｕtｉｏｎ社( ＫＯＣ) の 株 式 を取 得し子

会 社 化しました。

当 社 は､2011 年 度 中 期 経 営 計 画 におい て､ メガネレンズモノ

マー事 業 を､ 競 争 優 位 事 業 をグロ ーバ ルに 拡 大 する｢ 世 界トップ

5事 業｣ の ひとつとして位 置 付 け､ 積極 展 開 を進 めています。

今 回 のＫＯＣの株 式 取 得による

子 会 社 化 により､ 今 後 は製 品 ライ

ンアップ を拡 充 し､ プ ラスチックメ

ガネレンズ 材 料 の グロー バルリー

ダーとして､ 市 場 におけるプレゼン

スをいっそう強 化していきます。

契約調印式の模様

高 機 能 包 装 用 フィル ム の 合 弁 会 社 設 立 お よ び 工 場 新 設

当 社 の100 ％子 会 社 である三井 化 学 東 セロとＳＣＧケミカル ズ

社( タイ) は、2012 年４月に高機 能 包装 用フィル ム(Ｔ.Ｕ.Ｘ町 の

合 弁 会 社を設 立し､ 現 在 工場 建 設 を進 めています。

Ｔ.Ｕ.Ｘ
ｏ
は､ 主 に食 品 包装 用フィル ムとして使 用されています。

高い強 度とシール 吐能､ そして薄く透 明 性 に優 れているのが特 長

で、｢食 の 安 心 ・安 全｣ をキーワードにアジアの 消 費 ・流 通 市 場

へ浸 透と拡 大を図っていきます。

新 合 弁 会社｢ Ｓｉａｍ Ｔｏｈｃｅｌｌｏ社｣ の 設 立 は、2011 年 度 中 期

経営 計 画 におい て基 本 戦 略 のひとつ に掲 げる｢ 機 能フィルム・

機 能 シート｣ の 拡大 の ー環 として取 り組 んでいくものです。

ニソ ン 製 油 所 ・石 油 化 学 コン プ レ ック ス

当 社 は戦 略 的 パートナーとして緊 密 に連 携している出光 興 産( 株) ととも

に､ クウェート国 際 石 油 社 および ペトロベトナム社と合 弁にて､ ベトナ ムに｢ 二

ソンリファイナリー･ ペトロケミカル社｣( ＮＳＲＰ)を設 立し､ ベトナ ムのタインホ

ア省ニソン経 済 区において製 油 所･ 石 油 化 学コンプレックス建設 プロジェクト

の検 討を進 めてきました。

2013 年6 月に最 終 投 資 決 定 を行い､2016 年 の 完 工 に向 け 建 設 工 事

に着 工しました。

本プロジェクトは､ クウェート原油 の 安 定供 給をベ ースにベトナ ム国 内で急

増する石油 製 品 需 要をとらえ､ 世 界 的に 需 要の 伸び が見 込まれるアロマ( パ

ラキシレン､ ベンゼン)･ ポリプロピレン製 品 の輸 出 販売 を行うものです。
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ポリ プ ロ ピ レン 自 勣 車 材 能 力 増 強

当 社お よび 子 会 社 のプライムポリマー社 は､ アメリカにお けるポリプロピ

レン( ＰＰ) 自動 車 材 の需 要 拡 大 に対 応 するため､Ad ｖａｎｃｅｄ Ｃｏｍｐｏｓitｅｓ

社 のＰＰ生 産 能力 を年 間14 千トン増 強します(2013 年 第４四 半 期 営 業 運

転開 始 予 定) 。

当 社 グループ は､2011 年 度中 期経 営 計 画 の基 本 戦 略 において世 界トッ

プ の競 争 力を持つＰＰ自動 車材 事 業 のグローバル 展開 を打 ち出し､ 現 在 世

界8地域(日本､アメリカ､メキシコ､ブラジル、　　　。～ 。・
。 。

ｒ Ｔ

欧州､ インド､タイ､中国) にＰＰ自動車材の

製造拠点を有しています。今回の増強で拡

大する北米市場におけるトップクラスの供給

力を強化するとともに､グローバルな供給体

制をさらに強固なものとしていきます。

Ad ｖａｎｃｅｄ Ｃｏｍｐｏｓitｅｓ社 外 観

～

Ｉ

、

6 。

7 。

ポ リプ ロ ピ レ ン 自 動 車 材 事 業　 新 会 社 設 立

当 社 の 子 会 社 で あるプ ライム ポ リマ ー社 は､2012 年5 月ブ ラジ

ル のＰrod ｕｍａｓtｅr lndCj ｓtrｉａ ｅ Ｃｏｍ６rｃｉｏ社( ＰＩＣ) の 出 資

持 分 の70 ％ を取 得 し､ 同 社 を母 体 とする 新 会 社｢ Ｐrod ｕｍａｓtｅr

Ad ｖａｎｃｅｄ　 Ｃｏｍ ｐｏｓitｅｓ　lndCJ ｓtrｉａ　ｅ Ｃｏｍ 白rｃｉｏ　ｄ ｅ

Ｃｏｍ ｐｏｓtｏｓ PI 白ｓtｉｃｏｓ 社｣ を 設 立 しました 。

プ ライム ポリマ ー社 はポ リプ ロピ レン(ＰＰ)自 動 車 材 事 業 を､ 世 界

トップ を目 指 す｢ 成 長 産 業｣ として位 置 付 け､ 各 極 での 早 期 事 業 拡

大 を図 つて おり､ 特 に 南 米 市 場 で の 事 業 強 化 を重 要 な 戦 略 課 題 の

ひ とつ として 位 置 付 け てい ま 農 今 回 の 新 会 社 の 設 立 に より､ ＰＩＣ

社 の 事 業 ノウ ハ ウとプ ラ イム ポリマ ー 社 保 有 技 術 の シ ナ ジ ー効 果

により、ＰＰ自 動 車 材 事 業 のさらなる 強 化･ 拡 大 を 図 つて い きます。

Ｉ
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エ ボ リュ ー ⑥の 新 会 社 設 立 と 製 造 設 備 の 新 設

当 社 の子会 社 であるプライムポリマー社 は､2012 年10 月シンガ

ポールにおい て､中 核事 業 とするメタロ セン ポリマー､エボリューＯ

の 製 造 能力 強 化をする べく新 会 社を設 立し､2013 年5 月に 製 造

設 備 の起 工 式を行いました。

エボリューＯは高 強 度･密 封 性･ 低 臭 気､ ヒートシール 吐などに優

れ､ 液 物 包 装 やパウダー包 装に求

められる高機 能シーラント用 材 料と

して､ アジア 市場 での 急 速な 拡 大

が 見 込まれており､ 今 回 の 新会 社

設 立 および 製 造 設 備 新 設 により、

エボ リューＯ事 業 のさらなる強 化･

拡大を図つていきます。 起工 式の模 様

Ｏ
Ｏ●

'％

。

H ｅrａｅｕs 社 の 歯 科 材 料 事 業 の 譲 受

当 社 は､2013 年6 月ドイツの｢ Ｈｅrａｅｕｓ社｣ から同 社 グループ の 歯 科 材

料 事 業を譲り受 けました。

当 社 は､2011 年 度 中 期 経 営 計 画 におい てヘ ル スケア 材 料 事業 の 拡

大･ 成 長 を目指してい ますが､ 特 に歯 科 材 料 分 野 は今 後､ 大きな成 長が 期

待 できる分 野 です。 Ｈｅrａｅｕｓ社 は歯 科 材 料 事 業 に関して豊 富 な知 見と業

界 でのプ レゼン ス､ 確 固 たるブランドカ、グ

ローバル 販 売ネットワークとグローバル 経 営ノ

ウハウを有してい ます。

一 方､ 当 社 は子 会 社 であるサンメディカル

社 において歯 科 材 料 事業 を手 がけており､ 今

回の 譲 受 により､グローバル展 開を一層 加 速

させることができると考えています。 記者 会見にて



Ξ 井化学株式会社

〒105-7117

東京都港区東新橋1-5-2 汐留シティセンター

お 問 い 合 わ せ 先

ＣＳＲ部

TEL 03-6253-2382

FAX 03-6253-4245

http:/Z  jp.mit ｓｕｉｃｈｅｍ.ｃｏｍ

この印刷物は、環境に配慮した制作･印刷方法を採用しています。

適切に管理された森林で生産された

木材を原料に含む｢FSC 認証紙｣を使
用しています。

有 害なＶＯＣ( 揮発 性有 機化 合物) を

排 除し､ 植物油を材料とした｢ ベジタブ

ルインキ｣を使用しています。

この印 刷物 の本 文P3 ～18 に使 用し て

いる用紙は､ 森を元 気にするための間伐

と間伐材の有効活用に役立ちます。

P11-0167

この印刷物は､E3PA のゴールドプラス
基準に適合した地球環境にやさしい印

刷方法で作成されています。

E3PA: 環境保護印刷推進協議会
http://ｗｗｗ.e3pa.ｃｏｍ

こ の 印 刷 物 は､ 三 井 化 学 株 式会 社 が 印 刷プ ロ セス で 使 用 す る

7.01kg のア ル ミ 板 をリ ユー ス す る事 で 、

ＣＯ２排出量を71.43kg 削減しました。

当ＣＯ２削減認証は株式会社日本スマートエナジーがこの印刷システムを厳格・公正に審査・確認して与えられたものです
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71.43kg のＣＯ２削減量とは

樹齢50 年(高さ22m･ 直径26cm) の杉の木

約5.12 本分 が1 年間に吸収するＣＯ２量に匹敵します。

(出典:林業白書)

ゞ
三 丼 化 学 株 式 会 社は､ ＭＣ Ｐに よ る印 刷を 通 じ､イ ンド ネシ ア･バ リ州 の 森 林 再 生 事 業( 国 定 公 園 内 の 植 樹3,000 本) に参 加 して い ます 2013 年8 月発行
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